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法的分離（兼業規制・行為規制）に関する検討の前提 1 

○「電力システム改革専門委員会報告書」（平成２５年２月８日取りまとめ）や「電力システムに関する改革方針」
（平成２５年４月２日閣議決定）においては、送配電部門の一層の中立性を確保するために、「法的分離」を実施
することとしている。昨年１１月１３日に成立した第一弾改正法の附則においても、同様の内容が盛り込まれてい
る（プログラム規定）。 

○法的分離の方式により送配電部門の一層の中立性の確保を行う場合には、送配電事業を行う会社と発電・小
売事業を行う会社の間の兼業規制に加えて、資本関係があることから、人事・予算等についての厳格な行為規
制が必要となる。このため、次頁以降の内容につき、検討を行うことが必要。 

電力システム改革専門委員会報告書（平成２５年２月８日取りまとめ）（抄） 
Ⅳ．送配電の広域化・中立化 
４．法的分離の実施 
  送配電部門の中立性の確保は、法的分離の方式を前提に作業を進める。 
 

電力システムに関する改革方針（平成２５年４月２日閣議決定）（抄） 
Ⅱ 主な改革内容 
３．法的分離の方式による送配電部門の中立性の一層の確保 
（中立性確保の方式） 
 発電事業者や小売電気事業者が公平に送配電網を利用できるよう、送配電部門の中立性の一層の確保を図る。具体的には、一般電
気事業者の送配電部門を別会社とするが会社間で資本関係を有することは排除されない方式（以下「法的分離」という。）を実施する前提
で改革を進める。 
 法的分離の方式は、機能分離の方式と比較した場合、送配電設備の開発・保守と運用の一体性が確保でき、安定供給や保安の面で優
位であるほか、送配電部門への投資、発電事業・小売事業の経営の自由度の面でも優位性がある。また、外形的に独立性が明確である
が、一層の中立性を確保するための人事、予算等に係る行為規制を行う。 
 

「電気事業法の一部を改正する法律」（平成２５年１１月１３日成立）（抜粋） 
附則第１１条 
２ 前項の電気事業に係る制度の抜本的な改革は、中立性確保措置を法的分離（同一の者が、送配電等業務及び電気の小売業のいず
れも営み、又は送配電等業務及び電気の卸売業のいずれも営むことを禁止する措置をいう。以下この項及び次項において同じ。）によっ
て実施することを前提として進めるものとする。ただし、法的分離の実施に向けた検討の過程でその実施を困難にする新たな課題が生じ
た場合には、必要に応じて、中立性確保措置を機能分離（送配電等業務に係る機能の一部を推進機関が担うこととすることをいう。）に
よって実施することを検討するものとする。 



法的分離の義務付け（兼業規制） 2 

○法的分離とは、一般電気事業者の送配電部門を別会社とするが会社間で資本関係を有すること
は排除されない方式を意味し、一般送配電事業者が発電事業及び小売電気事業を営んではなら
ないこととすることで、法的分離を実現（兼業規制）。 

○ただし、一般送配電事業者は、その本来業務として、離島供給等を行うこととされているため（第
二弾改正法第２条第１項第９号、第８号）、専らこれらの送配電事業の用に供する発電設備を用
いて発電事業を行ったとしても、一般送配電事業者の中立性に大きな問題は生じない。そのため、
このような一般送配電事業者が専ら送配電事業のために発電事業を営むことを限定的・例外的
に認めることが適当ではないか。 
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法的分離による分離の形態 3 

○法的分離の方式としては、主として①持株会社方式、②発電・小売親会社方式が考えられる。 
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注）送配電親会社方式（送配電会社の下に発電・小売会社を設置）についても概念上は考え得る形態である
が、送配電会社が配当という形で直接発電・小売会社の収益を得る形となるため、上記①及び②と比較して、
送配電会社の中立性を害する恐れが高く、上記①及び②と比べて厳しい規制が必要と考えられる。 



送電事業者の法的分離について（次回以降の検討事項） 4 

○送電事業者は、一般電気事業者が保有する送配電設備とともに我が国の主要な電力系統を保有する事業者
であることを踏まえ、以下の義務（第二弾改正法第２７条の１０）等を課すこととされている。 
① 一般送配電事業者への振替供給義務 
② 発電設備とその保有する送電設備とをつなぐ送電設備の接続義務 

○また、送電事業者に対しては、第二弾改正法においても、送電事業者の中立性確保の観点から、一般送配電
事業者と同様、以下の行為規制が課されている（第二弾改正法第２７条の１２）。 
① 振替供給の業務に関して知り得た情報の目的外利用の禁止 
② 振替供給の業務に関する差別的取扱の禁止 
③ 会計の整理・公表 

○他方、送電事業者は、以下の点において一般送配電事業者とは異なる。 
① 直接需要家に対して電気の供給を行っていないこと 
② 電源の接続検討の依頼を直接受けていないこと 
③ 自らは系統の運用を行っていないこと 

○上記の点を踏まえつつ、送電事業者の法的分離について、どのように考えることが適当か。 

【現行】 【法的分離】 

発 電 送 電 発 電 送 電 

別会社化 同一会社 



行為規制に関する全体像① 5 

○同一の会社で一般送配電事業と発電・小売事業とを営むことが可能な現行制度の下においては、
送配電部門の中立性の確保が不十分であるとの指摘が絶えない。また、再生可能エネルギー等の
分散型電源の推進という観点からより一層の中立性の確保を求める声が大きい。 

○このため、法的分離の方式により送配電部門の一層の中立性の確保を行う場合、一般送配電事
業者と発電・小売事業者との間の資本関係は許容されることから、顧客利便性、電気の安定供給
及び業務効率性に配慮しつつ、公平かつ中立的な電力市場の整備をより一層図るため、厳格な行
為規制を講じることが必要。 

○第二弾改正において措置されている行為規制では、以下の観点からの対応が不十分であるため、
法的分離と併せて、その観点からの行為規制を課すことが必要。  

（Ⅰ）一般送配電事業者としての中立性のより一層の確保 
 資本関係がある発電事業者又は小売電気事業者等が、一般送配電事業者に対して影響力を行使することに
よって、一般送配電事業者の中立性が害される恐れがある。そのため、かかる影響力行使について制度的に対
処することが必要。 
 
（Ⅱ）一般送配電事業者による利益等の発電・小売事業への移転の制限 
 一般送配電事業者が上げた利益等を資本関係がある発電事業者や小売電気事業者に有利な条件で移転する
ことによって中立性・公平性を失する可能性がある。そのため、かかる利益等の移転について制度的に対処する
ことが必要。 
 
（Ⅲ）一般送配電事業を行っていることにより発電・小売事業に生じるメリット享受の制限    
 規制分野である一般送配電事業を行っていることのメリットを資本関係がある発電事業者や小売電気事業者が
活用することで中立性・公平性を失する可能性がある。そのため、かかるメリット享受について制度的に対処する
ことが必要。 



行為規制に関する全体像② 6 

○具体的な論点の内容としては、以下のとおり。 

（Ⅰ）一般送配電事業者としての中立性のより一層の確保 
   － グループ会社による不当な影響力行使に関する規律 
   － 取締役等の資格に関する規律 
   － 取締役等の退任後の就任、就職先に関する規律 
   － 機関設計に関する規律 
   － 人事管理に関する規律 
   － 一般送配電事業者と発電・小売事業者間の業務委託に関する規律等 
 
（Ⅱ）一般送配電事業者による利益等の発電・小売事業への移転の制限 
   － ファイナンス取引等の取引に関する規律等 
  
（Ⅲ）一般送配電事業を行っていることにより発電・小売事業に生じるメリット享受の制限 
   － 社名、商標等に関する規律 
   － 広告・宣伝に関する規律 
   － 建物・システムを一般送配電事業者と共用する場合に必要となる規律等 



7 

【本日の検討事項】 
（Ⅰ）一般送配電事業者としての中立性のより一層の確保 
－ グループ会社による不当な影響力行使に関する規律 
－ 取締役等の資格に関する規律 
－ 取締役等の退任後の就任、就職先に関する規律 
－ 機関設計に関する規律 
－ 人事管理に関する規律 
－ 一般送配電事業者と発電・小売事業者間の業務委託に関する規律

等 
（※）本日は、これらの大枠について御議論いただき、詳細について 

は、次回以降検討。 

【次回の検討事項】 
（Ⅱ）一般送配電事業者による利益等の発電・小売事業への移転の制限 
（Ⅲ）一般送配電事業を行っていることにより発電・小売事業に生じるメ

リット享受の制限 

電気事業法等に
おける具体化 

本日の議論の位置付け 7 



              

        
        
        
        （Ⅰ）一般送配電事業者としての中立性の 

より一層の確保に関する規律 



グループ会社による不当な影響力行使に関する規律 9 

＜論点＞  
 資本関係を有する発電・小売事業者を有利に扱うことを目的として、グループ会社（※）が直接又は
間接的に影響力を行使することで一般送配電事業者の中立性を害する危険性がある。このため、グ
ループ会社が一般送配電事業者に対し差別的取扱いをすることを働きかけるような影響力行使を規
制すべきではないか。 
（※） 一般送配電事業者の中立性を害する恐れのある一般送配電事業者と親子又は兄弟会社関係にある会社 
（※）具体的な判断基準等の詳細ルールについては、ガイドライン等において規定する予定。 
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取締役等の資格に関する規律 10 

＜論点＞  
一般送配電事業者の取締役等（※１）が、同時又は過去にグループ会社の取締役又は従業員で

ある場合、その取締役等は取締役・従業員を兼任している又は過去に取締役・従業員であったグ
ループ会社の利益を図る目的で行動する恐れがある。このため、一般送配電事業者の取締役等
がグループ会社における発電・小売事業の意思決定に関与する取締役等となる場合等、一般送
配電事業者の中立性を害する恐れのある取締役等の兼任及び就任を禁止することが必要ではな
いか（※２）。 
（※１）取締役及び委員会設置会社における執行役をいう。 
（※２）具体的な判断基準、就任制限に関する期間や対象となる取締役等の人数等の詳細ルールについては、

ガイドライン等において規定する予定。以下、役員・従業員に関する論点について、同様。 
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取締役等退任後の就任・就職先に関する規律 11 

＜論点＞  
一般送配電事業者の取締役等を退任した後、そのグループ会社の取締役又は従業員へ就任す
る場合、 
①その在任中、退任後の取締役・従業員となるグループ会社の利益を図る目的で行動したり 
②その退任後、一般送配電事業者の取締役等であった影響力を行使したり、在任中に得た情報
を基に、グループ会社の利益を図る目的で行動する 

恐れがある。このため、取締役等の退任後一定期間内に発電・小売事業の意思決定に関与する取
締役等となる場合等一般送配電事業者の中立性を害する恐れのある退任後の就任・就職について
禁止することが必要ではないか。 
（※）広域的運営推進機関（広域機関）では、法律及び定款の認可基準上、役員兼任の禁止や中立性を確保す

るために必要な退任後の就任・就職先に関する一定の制限が定められている（次頁参照）。 
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【参考】広域機関の役員に関する規律 12 

○広域機関に関しては、法律上、原則として営利団体の役職員を兼務することを禁止しているが、そ
れに加えて、認可基準においては、定款上、 
①電気事業者との間で雇用契約がある者は、役員となることができない旨及び 
②役員は、その退任後、電気事業者等の役職員となることを認めないこととするなど、その退任後
も推進機関の中立性を確保するために必要な事項 

を定めていることが求められている。 
（※）広域機関においても、中立性の確保という趣旨は同様であることから、今後の行為規制の議論も踏まえ、退
任後の電気事業者等の役職員への就任制限を一定期間に限る等とするのも一案ではないか。 

「電気事業法の一部を改正する法律」（平成２５年１１月１３日成立）（抜粋） 
第２８条の２４ 役員（注：理事長、理事及び監事をいう。）は、営利を目的とする団体の役員となり、又は自ら営利
事業に従事してはならない。ただし、経済産業大臣の承認を受けたときは、 この限りではない。 

 
電気事業法第２８条の１５の規定による広域的運営推進機関の設立の認可の基準について（抜粋）   
１．定款に記載されている内容について、業務の運営が公正かつ適正に行われることが確実であると認められる
ことの基準 
（４）役員に関する事項として、少なくとも次に掲げる事項が記載されていること。 
① 役員に関する次に掲げる事項  
  ハ 電気事業者との間で雇用契約がある者は、役員となることができない旨及び役員は、その退任後、電気

事業者等の役職員となることを認めないこととするなど、その退任後も推進機関の中立性を確保するために
必要な事項 



機関設計に関する規律 13 

＜論点＞  
 取締役等の資格等に一定の規律を設けることで、取締役等による意思決定の中立性を確保した
としても、一般送配電事業者の中立的な意思決定の観点から重要な事項について親会社が決定
することを認めれば、一般送配電事業者としての中立性は確保されない。 
 そこで、株主たる親会社が直接的に意思決定をすることとなる株主総会決議事項は、限定する
必要があるのではないか。 
 具体的には、一般送配電事業者に取締役会の設置を義務付けた上で、送配電投資計画の決定
等一般送配電事業者の中立性を不当に損なう恐れのある事項（※）については、定款によっても
株主総会決議事項とすることを認めないこととする必要があるのではないか。 
（※）具体的な判断基準等の詳細ルールについては、ガイドライン等において規定する予定。 

【取締役会設置会社】（会社法２９５条２項） 
① 以下の会社法に規定する基本的事項 
(a) 定款変更・合併・事業譲渡・資本金額の減少等、

会社の基礎に根本的変動を生ずる事項 
(b) 役員等の選・解任に関する事項 
(c) 計算書類の承認等の計算に関する事項 
(d) 剰余金の処分・損失の処理、株式の第三者への

有利発行等株主の重要な利益に関する事項 
(e) 役員の報酬等の決定等 
 
② 定款記載事項 

【取締役会非設置会社】（会社法２９５条１項） 
強行法規又は株式会社の本質に反しない限り、制限は
ない。 

＜株主総会決議事項に関する会社法の規定＞ 



人事管理に関する規律 14 

＜論点＞  
一般送配電事業者の人事管理についても、一般送配電事業者の従業員についてグループ会社で

ある発電・小売事業に従事する従業員を兼職させることや、一般送配電事業者の従業員の退職後一
定期間内にグループ会社の発電・小売事業に従事する従業員となること等の一般送配電事業者の
中立性を害する恐れのある人事異動、出向等を禁止する等の一定の制限を設けることが必要ではな
いか。 
なお、従業員のうち、執行役員等の会社法上の役員ではないが重要な使用人である従業員につい

ては、その占める地位の重要性に鑑み取締役等に準じた扱いをする必要があるのではないか。 
（※） 従業員については、取締役等と異なり、意思決定に直接的に関与する訳ではないという点も踏まえた柔

軟な規律が必要。 

発 
 
電 
 
 
 
 
 
 
 

小   
  
売 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

送 配 電 
 
 
 
 
 

親会社 

従業員 

取締役等 

従業員 取締役等 

従業員 

取締役等 

兼
職 

兼職 兼職 

従業員 
退職後 退職後 

退
職
後 



【参考】ＥＵにおける役職員の就任制限等に関する規律 15 

○ＥＵでは、２００３年に制定された第２次ＥＵ指令によって、法的分離が求められた。 
○しかし、欧州委員会は、同指令のもとでは、送電部門の中立性が十分確保されていないとして、２００９年、第３
次ＥＵ指令を制定し、所有権分離、機能分離を行うＩＳＯ化、又は、第２次ＥＵ指令よりも厳格な形での法的分離
を行うＩＴＯ化のいずれかが求められることとなった。 

（※）かかる３形態より中立性が確保されるものと欧州委員会が個別に判断した形態も認められる。 

○第２次ＥＵ指令、第３次ＥＵ指令における、法的分離に伴う役職員の就任制限等は以下のとおり。 

対象者 就任前 就任中 退任後 

経営責任者   
経営組織の構成員 

過半数 ３年間 

兼務禁止 
４年間 

それ以外 ６ヶ月 

系統の運用、維持、増強に関し
て経営幹部に属する者に直接報
告する者 

３年間 

その他の職員 － － 

対象者 就任前 就任中 退任後 

経営責任者 

－ 

兼務禁止 

－ 
その他の役職員 － 

○送電系統運用者の経営責任者は、発電、配電及び
電力供給の日常的運用に直接的又は間接的に責
任を負う統合型電力事業の会社組織に関与しては
ならない。 

第２次ＥＵ指令 第３次ＥＵ指令 

○ＩＴＯの下記の対象者は、垂直統合型事業者の送電
系統運用者以外の部門との関係において、その職
位又は職責等を有してはならない（※）。 

※ＩＴＯにおいては、Supervisory Body（垂直統合型事業者の代表、垂直統合型事
業者と利害関係のない株主の代表及び加盟国の関係法令に規定があれば送電系統運
用者の従業員等のその他の利害関係者で構成される機関）が、取締役等の選任等や、
ＩＴＯの株主資産価値に重要な影響を与える事項（送電系統運用者の日常活動、系
統管理や系統開発１０カ年計画の準備に必要な活動を除く）の決定を行っている。 



【参考】現行電気事業法での人事交流に関する実務 16 

○現行電気事業法第２４条の６においては、一般電気事業者が託送供給を行う際の行為規制（①情報の目的外
利用の禁止、②特定の事業者への差別的取り扱いの禁止）を規定。 

○そして、適正な電力取引についての指針は、託送供給の業務を行う部門と発電部門・営業部門との人事交流
について行動規範の作成・遵守を「望ましい行為」として規定。 

○これを受け、各一般電気事業者では行動規範を定め、託送供給部門のうち契約者との情報連絡窓口となる箇
所（ネットワークサービスセンター等）から特定の業務を行う営業部門（販売・契約等）や電力取引部門等（※）へ
は、直接の人事異動は行わない旨を規定している。 

（※）これらの部門に加え、発電部門のうち、電源開発計画業務、火力発電所及び原子力発電所の発電計画業務
への直接の人事異動を禁止している例もある。 

適正な電力取引についての指針（平成２３年９月５日）（抜粋） 
   

第２部 適正な電力取引についての指針 
Ⅱ 託送分野における適正な電力取引の在り方 
 ２ 公正かつ有効な競争の観点から望ましい行為及び問題となる行為 
 （２）ネットワーク運営の中立性の確保 
 （２）－１ 一般電気事業者の託送供給 
 （２）－１－１ 一般電気事業者の託送供給業務に関して知り得た情報の目的外利用の禁止 
 ア 公正かつ有効な競争の観点から望ましい行為 
 ⑤ 託送供給の業務を行う部門と発電部門・営業部門との人事交流に当たっては、関連情報についての両部門間の情報遮断を確保す

るため、行動規範を作成し、当該従業員に遵守させる。なお、両部門を統括するような地位にある従業員、経営者等についても行動
規範を遵守させる。 

直接異動は
行わない 

 
 
 
 
 

契約者との情報連絡窓口 
ネットワークサービスセンター等 

 
 
 
 
 

託送供給部門 

電力取引部門 

営業部門 
一般電気事業者
の行動規範

（例） 



一般送配電事業者と発電・小売事業者間の業務委託に関する規律 17 

＜論点＞ 
  小売全面自由化実施時（第二弾改正法施行時）においては、送配電事業の中立性・公平性を確保する一方、
（１）顧客利便性の確保、（２）安定供給の確保及び（３）効率性の著しい阻害の防止の観点から、一定の範囲内
で発電・小売部門と送配電部門との業務連携を認めるべきとの方向性が、第３回制度設計ワーキンググループ
で示されたところ。 

  上記（１）～（３）の必要性は、法的分離後においても同様ではないか。 
  そうだとすれば、適切な範囲において、 
① 一般送配電事業者がグループ会社の発電・小売事業の委託を受けること 
② 一般送配電事業者がグループ会社である発電・小売事業者に一般送配電事業を委託すること 
を認めるべきではないか。 
 すなわち、発電・小売・一般送配電事業の大部分を委託する法的分離の実質的な潜脱となるような業務委託
が認められないことは、法的分離から導かれる当然の結論であることに加えて、グループ会社以外の発電・小
売事業者との公平性にも配慮し業務委託の適切性を担保する観点から、以下の一定の規律を設けるべきでは
ないか。  

 ①について 
  受託が差別的でないことを要件とする（原則として、他
事業者から受託した業務と同種の業務に関する申込み
があれば、同様の条件で受託しなければならない等）。 
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 ②について 
  委託が差別的でないことを要件とする（原則として
委託基準を公表し、入札により委託先を決定する
等）。 
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【参考】一般電気事業者の送配電部門が他部門と連携して行っている業務例（１） 18 

○例えば、災害時による大規模停電発生時においては、送配電部門、小売部門がコールセンター等を通じて一体と

なって需要家等からの問い合わせに対応。 
○改革によって需要家の利便性を損なうことは避けるべきであり、小売全面自由化実施時（第２段階）においては、一

定の範囲内で小売部門と送配電部門の業務連携を認めるべきではないか。 

送配電部門 小売部門 
（コールセンター） 

情報共有・連携 

電力会社（一般電気事業者） 

復旧対応に専念 
需要家等からの問い合わせ対応や 
広報を担い、送配電部門をサポート 

需要家 マスコミ 

新電力・他電力 

国・自治体 
警察・消防 

災害発生 

大規模停電 
発生 

情報共有・
連携 

このようなケースにおいて、平常時には料金収受の問い合わせ対応等を行うコールセンターを小売部門対応と送配電部門対応
に分割するのではなく、送配電部門の情報（停電情報、復旧状況等）を域内の他の小売電気事業者（新電力等）及びその需要
家もアクセスできるようにするなど、需要家の利便性と公平性・中立性の確保の両立を図るべきではないか。 

平常時は、供給
契約・料金収受
の問合せ対応等
が中心 

第３回制度設計ワーキンググループ事務局提出資料 



【参考】一般電気事業者の送配電部門が他部門と連携して行っている業務例（２） 19 

○離島や山間部等においては、一般電気事業者の発電部門、送配電部門、小売部門が一体となって業務を行っている。

これにより、非常時等の対応も含め、電力供給に関する現場対応を安定的かつ効率的に実施。 
○送配電部門の中立性・公平性を確保する一方、電気の安定供給のための機能に支障を来したり、発電部門・小売部

門が送配電部門の業務を行うことを制限することで著しく効率性を損なうことがないよう、実情に応じた柔軟なルールを

設定するべきではないか。 

発電機 

（例１）離島の事例 （例２）山間部等の小規模事業所の事例 

電気の 
供給 

指令 

Ｂ発電所 

Ａ発電所 

指令 

電気の供給 

電気の供給 

契約 
申込 

部門 給電運用所 送配電部門 

需要家 

営業所の支所等 

保守・ 
運用 

発電所 

送配電ネットワーク 

送配電
部門 

 
 

同
一
の
者
が 

両
部
門
の
業
務
を
兼
務 

保守・ 
運用 

電気の供給 

契約 
申込 

需要家 

～
～ 営業 

（小売）
部門 

料金 
請求 料金 

請求 

営業 
（小売）
部門 

発
電
・
送
配
電
・
小
売
部
門
が 

一
体
と
な
っ
て
業
務
を
実
施 

  送配電ネットワーク 
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【参考】一般電気事業者の送配電部門が他部門と連携して行っている業務例（３） 20 

水力発電所 

需要家 

①配電設備が被災、
需要家への送電が

長期間不可 
②水力発電所内の受
電用設備（バックアッ
プ用）を活用して、需
要家に電気を供給 

○山間部等の一般電気事業者の水力発電所等においては、近隣の需要に直接配電する負荷系統としての機能も併せ持ち、

当該発電所等を保守、運用する事業所においては、発電部門としての業務と送配電部門としての業務を併せて行っている。

これにより、常時だけでなく、非常時においても電力供給に関する現場対応を安定的かつ効率的に実施。 
○送配電部門の中立性・公平性を確保する一方、電気の安定供給のための機能に支障を来したり、送配電部門が発電部門の

業務を行うことを制限することで著しく効率性を損なうことがないよう、実情に応じた柔軟なルールを設定するべきではないか。 

発電所内 
受電用設備 

（バックアップ用） 

普段は使用していない
（電気が流れていない） 

通常の電気の流れ 
緊急時の電気の流れ 

変電所 

第３回制度設計ワーキンググループ事務局提出資料 



【参考】一般電気事業者の送配電部門が他部門と連携して行っている業務例（４） 21 

水力発電所 
変電所 

需要家 

○山間部等の一般電気事業者の水力発電所等においては、近隣の需要に直接配電する負荷系統としての機能も併せ持って

いるものもあり、送配電部門がこうした変電設備の遠隔監視制御を行うとともに、その変電設備と一体となっている発電所に

ついても同時に遠隔監視・運用等を行っている。 
○送配電部門の中立性・公平性を確保する一方、電気の安定供給のための機能に支障を来したり、送配電部門が発電部門の

業務を行うことを制限することで著しく効率性を損なうことがないよう、実情に応じた柔軟なルールを設定するべきではないか。 

変電設備 

給電制御所 一帯の変電所を遠隔監
視制御する業務の一環
として、水力発電所の遠
隔監視・運用等も実施 

遠隔監視制御 

遠隔監視制御 

第３回制度設計ワーキンググループ事務局提出資料 
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東京電力提出資料 

22 
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